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重要旨

本稿のE的は、 jり毎道のワイン産業における後発企業の競争逆転要因を探ることである。本稿では、北海道のワイン

産業における先発企業である池田明ブドウ・ブドウ酒研究所と後発企業であるjり毎道ワイン株式会社を取り上げ、後発

企業がネットワーキング戦略を成功させることによって、生産量及び売t高ベースで、競争逆転した現象について検討す
るo ~回毎道のワイン・クラスターは、伝統的に多くのヴィンヤード(ブドウ園)とワイナリーが集積し、ワイン醸造等

の関連専門能力の蓄積が行われてきた点に特徴を持つ。そして、ワイン・クラスターの形成プロセスにおけるシンボリ

ック・エージェントのそ婿IJが競争逆転の一要因になると結論づける。
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研認の背景と臣的

来日織論の大家である Barnard(1938)は、「車服哉と環境J

という問題の重要性を指摘し、紙織存続には、札織の環

境適応が必要であると主張している。科高で、主眼とする

ワインは、近年の乱気流環境 (turbu1entenvironrnenぉ)に

おいて、長期的に拡大傾向にある数少ない製品である。

しかしながら、今日では、ワイン産業における成功要

因の把握がますます難しくなっており、それによる市場

シェアの逆転現象が顕著になっている。そのため、ワイ

ンメーカーが環境適応を実現するためには、多禄な市場

ニーズを把握し、競争力のある高品質なワインを生産す

る能力を獲得することが急務となっている。

研究対象である北海道のワイン産業は、表1に示され

るように、醸造用ブドウの生産量では全国一の位置づけ

を誇っている。こうした背景には、道内ワイナリーの急

速な台頭によるワイン産業の飛躍的な進歩があげられる。

また、ワイン産業は、比較的事業を立ち上げやすいた

め、企業間競争が激化する傾向がある。特に、先発企業

と後発企業を基軸とした拠点間競争は、ワイン産業その

ものの成長性に大きな影響を及ぼしている。新宅(1994)

によると、企業間および拠点開の競争は長期的な産業発

展の原動力で、あり、競争し合っている拠点の数だけ、産

業全鉢の新陳代謝が促進されると主張している。さらに、

大木・中J11 (2010)は、健全な市場競争は、参加企業の

粘織能力構築を促進し、産業全体を活性化させると述べ

ている。そのため、異質な能力を持ったリンケージ企業

が拠点間競争を展開することによって、地域全体のレベ

ル向上に影響すると考えられる。

北梅道のワイン産業の「干支明けJは、 1964年に丸谷金

保氏が先導して設立した池田町ブドウ・ブドウ摺研究所

に端を発する。その後、 1974年に馬村彰棺氏によって北

海道ワイン株式会社を設立され、先発企業との拠点陪競

争を通じて、徐々に生産量;と売上高を伸ばし、 1993年に

競争逆転するに至ったO

一般的に、後発企業は、挑戦者であり、先発企業の競

争能力にキャッチ・アップ。するために、大きな設備投資

と技能の獲得が求められる。つまり、後発企業は経営資

源の制約を受けるため、自社の事業領域との関係、性を持

った機関と提携を組むことが不可避である。そのため、

道内ワイナリーでは、公設言式駄場(北海道立食品加c研
究センター等)と戦略的連携が積極的に行われている。

したがって、今Bの地域企業は、ネットワーキング戦

略を展開することによって、競合他社に対抗できる生産

ネットワークの獲得が可能であると考えられる。本稿で

用いるネットワーキングとは、社会資源の経営資源化を

実現する「状況に根付いた行動 (s加atedbehavior) Jを

指す(金井，1994;安田，1997)0 

表 1 醸造用ブドウの者目白守県別生産状況

jI慎(立 都道府県 高誌憲民(。 主性音面積(ha)

北海道 2ラ201.2 411.4 

2 長野県 1，056.4 106.2 

3 山形県 897.6 121.8 

4 兵庫県 640.5 76.5 

5 山梨県 307.9 38.7 

(出所)ブドウ用途別仕向実績調査(平成 17年農水省調

べ)に基づいて筆者作成っ
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そこで、、本稿では、地域企業のネットワーキング、戦111各

に言及し、クラスター形成によって企業競争力を獲得す

る事例について考察を行う。特に、後発企業のネットワ

ーキング戦略を中心として、生産量;及び売 t高ベースで

競争逆転を実現させた事例について検討する。

1I.先行研究レピュー

(1)産業集積議とクうスター諭

わが国には、ある地域に特定の産業が集積し、集積効

果をあげている事例は、全国各地に多く存在する。こう

した姿は「産業集積」として捉えることができる。わが

国における産業集積は、固定的な企業開時計系を軸とした

垂直型の構造を持っていることが一般的である。イタリ

ア@プラートの働維産地を分析したPioreand Sabel (1984) 

の研究では、「柔軟な専門化 (flexiblespecialization) Jを

基軸とした中小企業の地理的集積が、国際競争力を発揮

していると主張した。

このような背景を踏まえて、昨今では、地域企業の成

長を実現する内発型の産業発展モデ、ノレである産業クラス

ターが世界各地で台頭している。Porter・(J990)によれば、

産業クラスターとは、「特定の分野における関連産業、専

門性の高い供給業者、サービス提供者、関連業界にj員す

る企業、関連・支援機関(大学、シンクタンク、職業訓

練機関、政府、焼格団体、業界団体など)が地理的に集

中し、競争しつつ同時に協力している状態Jと定義して

いる。産業クラスターにおける競争と協力の共存関係は、

Marshall (1920)やSaxenian(1994)の研究でも指;寵され

ている所であり、外部経済や学習効果の獲得に重要な要

因と考えられている。また、クラスター内部で多様な関

係性を構築することによって、 i也思的近接性による暗黙

知 (tacitknowledg巴)や技能などの惜報が各々のアクター

で伝達され、知詰府多転効果を得ることも可能になる。

すなわち、産業クラスターとは、産芸与問賓の→形態で

あり、その内部にイノベーションの岩Ij出につながるよう

な失miお車撲ネットワークが発達したメカニズムであると

言えよう(石倉他，2003)。ここでいう知識述携ネットワ

ークとは、呉体的には、産官連撲や企業間連携などを指

し、様々なアクターが持つ知識を相互交流させることに

よって、イノベーションを実現するもので、あるO

また、産業クラスターの形成効果としては、①外部経

済効果、②地域ブランド化による集積の加速化、という

2つに大別される。百]者は、地理的に近接した一定地域

に企業やじ場等に集まって立地することによって、規模

の経済が実現し、コスト削減効果が生まれる。

一方、後者は、クラスターが発展して、地域内連携や

22 

開発された製品・サービスの評判が広まることによって、

地域ブランド化が実現し、企業や人材の誘引機能を意味

している。 地域ブランド化の担い手は:1-1出或企業であり、

消費者により近い交流(ワインツーリズムの展開など)

によって醤定客の獲得を図っている。たとえば、リンケ

ージ企業としてのワインメーカーが立地条件の良い地域

で良質な原料を確保することができれば、 11出或ブランド

化を揃隼することが容易になり、側各プレミアムを実現

する可能性が高くなると考えられる。

つまり、産業クラスターは、多嫌なアク夕一がi地也i域或と

いう場で協{働動的かつ競争的なB号封1系系を構築することによつ

て、 社会約J相:官目互作用 (ωS鉛ocαialint低悶町er釘T，混t∞iわorω1)の|陥向古向l上と一定定，の
経営資掠源、の集中と蓄積を実現する(三井編，ヱ2005引)0特に、

よ地自j域或文f化七に根づいたリンケ一ジ企業は、マーケティン

グ・ロジスティックスなどのi幅広い分野でイノベーショ

ンを創出する純織能力が持つため、クラスターの発展に

重要な役割を果たしていると言えよう(石倉他，2003)。

(2)鉛原ベース論と知識ベース論

1980年代後半から 90年代前半にかけて、経営学の分

野で資源ベース理論 (RBV)が台頭した。 RBVとは、

Wernerfelt (1984)が提示した概念であり、模倣困難性が

高い資源が競合他社との差異化要因になると考えられて

いる。 RBVの代表的論者である Barney(J 99 1)によれ

ば、企業はいくつもの経営資源の束(有形・無形資産な

のであり、ユニークで希少性が高い経営資源を保有す

ることが競争銀位の源泉となると述べている。

このような事実を踏まえて、本稿では、 RBVに基づい

て、経営資源の中でも組織能力の構築が競争優位の繍既

念になると考えることにする。一般的に、札織能力は、

恥場、ンェアと利益をめぐる競争やその)躍史的発展フPo-~

スの中で研ぎ澄まされるとしづ累積的な側面を持つ。そ

のため、京国殻能力は、創発的な紘織学習フ。ロセスを経て

蓄積・強化されるため、高哉内で学習機会を創出するか

が言問霊になる (Mintzberg et al.， 1998)。

オ又干高の研究対象であるワイン産業では、醸造用ブドウ

の耕音・改良などの制哉フ。ロセスや技術者などの人的資

源を累積的に鍛えることによって、模倣困期制1の高し、組

織能力になると予測されるO したがって、ワインメーカ

ーが市場で成功するためには、市場ニーズに持続的に対

応することが必要で、あり、模倣困難な札織能力発展させ

ることが不可欠であろう (Grant，2008)。

ここで論じた事司宵は、 RBVを超えて、知識ベース論

として認、識されることが一般的になっている。知識ベー

ス論における企業観では、どのように知識の創造・獲得



を行い、それによって利益が得られるかlこついて考察し

ている (Helfatet al.，2007)。

たとえば、 Granove杖er(1985)は、 Polanyi(1957)が

提示した「埋め込み」の概念を応用し、経詩的交換行動

の「社会的根付き (socialembeddedness) J ¥こついて考察

を行っている。今日では、 Saxenian(1994)やUzziand 

Gillespie (2002)に代表されるように、企業は社会的・

制度的な環境の中に埋め込まれており、地理的近接性を

通じて知識ベースへアクセスする能力は競合他社に対

する競争優位につながると考えられている。

本稿で分析するワイン産業を知識ベース論の観点か

ら見ると、:l:Aめ込まれた暗黙知(文書化・システム化し

にくし、知識やノウハウ、経験など)が地域の競制覇立性

に結実するため、それをし、かに新結合・蓄積していくか

が重要な要因になっている。そのため、他拠点の知識・

技術を学習することによって、自社にとって有用な暗黙

知や評判!などの無形資産をし、かにして入手し、自拠点の

レベル向とを実現するかが、企業競争力を大きく左右す

ることになる。このように、現代の拠点間競争では、歴

史に裏打ちされた札織能力の蓄積とその学習プロセス

を実現するネットワークをし、かに構築するかが経営戦

略上の言鼎芭であると言えよう。

以上で論じたように、知識ベース論では、新たな知識

や資源を結合させるキ且織能力が重視される。そのため、

近年では、企業問の戦略的ネットワーク内で行われる対

話や実践を通じて、知識資産(知的資本やスキル、社会

関係資本、ブランド、紙織構造・組織文化など)を獲得・

開発することによって、企業パフォーマンスに正の影響

を与えると考えられている (Nelsonand Winter， 1 982;Dyer 

and Singh，1998;野中ヱ011)。

(3)学留する地域の轍愈

上述したように、見えざる資産が重視される知識社会

では、企業問におけるネットワーク行動が特に重要とな

る。その行動を通じて、競合する拠点との比較の上で絶

えず学習を行い、その学習によって獲得された知識を市

場で適芯し、向上させていくことが必要となる。今日で

は、持続的にイノベーションを起こしていく知諮創造型

の学部蹴tに競争優位があると考えられており、矧附

造の母体としての地域の僻4を再評価する動きが顕著に

なっている (Nonakaand Takeuchi，1995;伊丹イi的抗1998t

このような主張を踏まえて、二神 (2008)は、持続的

に知諾賄Ij造を実現し、競制憂位を保持している出或を「学

習する地域(Ieamingregion) Jの概念を提示している。学

習する地域は、知識社会における地域を知識創造と学習

後発企業のネットワーキング戦略

の場として捉え、知識やアイデ、ィアの貯蔵庫としての機

能を持つ。そのため、地理的近樹1生と知識の多樹生を活

かした企業関連携や産学官連携などの戦略的なネットワ

ーク行動が重要となる。倹言すると、学習する地域では、

ネットワーキング戦略を展開し、模倣密雑性の高い暗黙

知を創造することによって、競争イ憂位性を生み出してい

ると考えられる。

(4)ワイン E クラスターの概念

ワイン・クラスターは、地理的・文化的近接性や社会

制度などが形成要因であり、サプライ・チェーン的な観

点の重要性を明らかにするフ。ロセスで、生まれた概念で、あ

る。そのため、ワイン・クラスターの地理的範囲は、

F ace-to-F aceで交流できるE国tでのわi育報の粘着性jによ

って規定されると考えられている。

図 lに示されるように、 POlter(1990;1998)のカリフ

オノレニア1'1'1ナノミ・バレーのワイン・クラスターでは、ヴ

ィンヤードとワイナリーが中核的存在であると指摘され

ている。ナパ・バレーの要素条件としては、ワインの原

料であるブドウの品質と量が豊富に入手可能な気候や土

壌に恵まれていることがあげられる。次に、ワイン・ク

ラスターの需要条件を考察してみると、囲内に巨大な消

費市場を持っており、ナパ・バレーの大きな強みになっ

ている。また、関連・支援機関では、苗木供耗者、輸出

業者、農薬・肥料の生産者、農業討幾械生産者、バイオテ

クノロジー研究者を包括した広義な意味での産業生産性

の高さと技術革新力の優位性を保有している(山崎

編ラ2002)0 

カリフオノレニアのワイン・クラスター

特に、ワイン研究の常界ーのセンターであるカリフォ

ルニア大学のデ、イビス校では、新種ブドウ種子の技術開

発や#ll草月五踏の現代化などの積極的な研究が展開されて

おり、カリフオノレニアのワイン産業と密接な交流が行わ

れている。そして、若い起業家を誘致し、観光や加工食
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品などの関連・支援機関と戦略的連携を図ることによっ

て、ワイン作りに関するイノベーションを創出している。

ここで論じたように、ナパ・バレーでは、数千戸のワイ

ン農家と数百箇所のワイン醸造所を基盤とし、ワイナリ

ーと)IIJ:• )11下の価値連鎖を実現していると言えよう。

一方、北海道のワイン・クラスターは、伝統的にワイ

ン生産が盛んな土地であり、多くのヴィンヤードとワイ

ナリーが集積し、醸造等の関連専門能力の蓄詰がなされ

てきた。特に、ワインの原料である加工吊ブドウ(ワイ

ン醸造専用)の生産が日本一とし、う何故を活かして、数

多くの高品質のワインを生産しているため、良質な土壌

や風土が要素条件であると考えられる。

次に、需要条件としては、北海道における多様な消費

者ニーズに対志するため、既存商品のグレードアップ。化

と品質向上によるブランドづくりを推進している。具体

的には、農林水産省が推進する食料産業クラスター展開

事業の実施機関である北海道食料産業クラスター協議会

を中心として、「地域ブランド食品開発事業Jが積極的に

行われている。

2011年 11月には、「北のフルーツ王国よいちワイン特

区jが国から認定され、小規模ワイナリーの起業・経営

が可能になったため、北海道のワイン産業は、クラスタ

ーイヒの一歩を踏み出したと言える。このような背景を受

けて、ワイン・クラスターにおけるブドウ闘とワイナリ

ーが進化し、 ~I錆道の需要条件が創出する条件が整し、つ

つあると予測される。

上で論じたように、ワイン・クラスターは、競制憂位

を規定するダイヤモンドの lつで、ある関連・支援産業を

基軸として、様々な機関とのシナジー効果 (synergy

d田t)が発持される点lこ4割教を持つ(二神・西)11編，2005)。

特に、多様なアクターとの交流を通じた暗黙知の蓄積が

クラスター化を促進する要因になるため、埋め込み主以:1]

識を蓄積する上で、関連・支援機関やインキュベーショ

ンとの連携強化が不可避である。さらに、これが地域内

でネットワーク状に拡大している地域は、オープン・イ

ノベーションが発生し、地域経済成長の可能性が高くな

ると考えられる。逆に、ネットワーク状に張りめぐらさ

れていない場合、それを育成する努力が必要となる。

以上を踏まえて、カリフォルニアのワイン・クラスタ

ーと北海道のワイン・クラスターを比較すると、関連・

支援機関が若干弱し、ため、今後の改善が望まれる。

研費方法と研究対象

本稿のリサーチ・クェスチョンとしては、技術不確実

性が高く、市場ニーズの把握が難しい北海道のワイン産
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業において、競争逆転現象が生じた事例研究を行う。本

稿では、北海道のワイン産業における先発企業である池

田町ブドウ・ブドウ酒研究所と後発企業で、ある北海道ワ

イン株式会社をワイン・クラスターのリンケージ企業と

して取り上げる。

両社は、いずれも地域名を冠したブランド・ワインの

生産に取り組み、全国的に売り出し、成功を収めた事例

として知られている。これらのワインメーカーは、北海

道におけるワイン産業の技術革新(特に、製品開発力や

生産力など)を推進するリンケージ企業であると同時に、

地域競争力を左右する存在である。先行研究である産業

集積論の分野でも、“リンケージ企業"の重要性が指摘

されている。たとえば、問中 (2011)は、リンケージ企

業を「市場と産業集積を結びつける機能を有する企業J

と定義し、その企業の革新性について言及している。

そして、産業集積内ネットワークの有効性を発揮する

ためには、リンケージ企業が様々な専門企業との関係を

構築することが重要であると主張している。また、二神

位008)は、リンケージ企業は地域を超えた協働関係を

展開し、「顧客との密接な関係jや「ブランドの認知」

といった無形資産を保有していると述べている。そのた

め、クラスターにおけるリンケージ企業が地域内連携を

通じて技術シーズの利活用を行うことは、競争劣位にあ

る後発企業にとって先発企業を競争逆転するチャンス

となり得る。なぜなら、クラスター内の多様な資源を結

合することによって更なる発展を遂げる可能性がある

ためである。

内部学習

図2 オ可l高の研究フレームワーク

シンボヲック・エージェントによ

るネットワーキング戦略

競争優位

(出所)筆者作万足。

競争劣位

外部学習

そこで、本稿では、北海道におけるワイン・クラスタ

ーのリンケージ企業である池田町ブドウ・ブドウ酒研究

所と北海道ワイン株式会社を比較検討することによっ

て、地域内ネットワークの競争力と成功条件を模索する。



そして、両拠点問の競争と学習は、両者にとってどのよ

うな意味を持つのかとし、う問題意識を持って議論を進

めることにする。

仮説の設定

PO配 r(1990)によれば、成功するワイン・クラスター

では、リンケージ企業がネットワークを通じた生践性の

向上とイノベーションの実現を行っていると強制してい

る。また、内部 (2010)は、多くの地域産業におけるイ

ノベーションは、ネットワーク的つながりから生まれる

ものであると述べている。つまり、リンケージ企業は、

地域コミュニティに多くのネットワーク関係を持ち、地

理的近接性(品質管埋や原料確保の容易さ)やアイデン

ティティの共有を活かして、イノベーションを実境する

手綱能力を持ってし、ると考えられる。

そのため、リンケージ企業の立地優位性や拠点の歴史

的魅緯が、技術や製品特性の独自性を生み出し、;埋め込

まれた暗黙知の蓄積・共有を通じて、持iIT進的な進歩を遂

げている(石倉他，2003)。また、新宅(1994)も同様に、

競合他社の予期せぬタイミングで投資を行うことやネッ

トワーキング戦111各を行うことは、新たな経営資源の創出

につながると強調している。上記の内容を勘案すると、

経営資源の保有と蓄積には、ネットワーキング戦!略が必

要不可欠であると筆者は考える。

特に、ワイン・クラスターにおいては、多様なアクタ

一間で技術や知識などの{育報を純続的に交換し、異分野

との融合を通じたネットワーキング戦11洛に力を入れるこ

とが相互学習に大きく効果を得られるのではなし、かと予

関される。そこで、ヰヰi官iで、は、ワイン・クラスターにお

けるリンケージ企業のネットワーキング戦1I俗が地域競争

力に与える影響について考察を行う。

品左右 j:グイシ産業におjプ-?5J%苦表逆転現象j才、益企業

止授若盆三者/::j6、jア-?5*ッメグーキング離貯の去現でぷち-?5o

IV.事哲IJ研費1

(1) )'患部町ブドウ回ブドウ酒研詫所の毒事業概要

1960年に、帯広市池で、農業振興を目的として「ブ

l~'ウ愛好会j が結成されたことによって、ワイン事業が

開始されたO 当時の池任|町長で、あった丸谷金探氏は、町

営事業の一環として山ブドウから卜勝ワインを開発し、

町の産業活性化に成功したことで失11られている。

当初、寒冷地で、ある十勝で、のワインづくりは、冷害に

よって葡萄の木が枯死するとし、う悪条件な気候条件の中

で始まり、池田町農産物加工所で研究を行うなどしたも

後発企業のネットワーキング戦111各

のの、その事業運営は国難を極めていた。特に、越冬と

いう芸能塁が存在していたため、 200種を超える苗木を試

す中で、品種改良やブレンド技術などを十分に整える必

要性があった。さらに、当時では、甘く加工したワイン

が多く出田っており、本格的な辛口ワインである卜勝ワ

インは 1960年代までは社許Ijされていた。

しかしながら、 1964年8月にハンガリー・ブタペスト

で開催された「国際ワイン・コンテストjで古同貨を受賞

したことによって、一気に世間の注目を浴びることにな

る。この間、丸谷氏は、北海道開発局や大蔵省・総務省

の課長に日参戦術を展開し、1，200万円の大型起債を取り

つけるとともに、地元の小売屈に富山の薬屋スタイノレで

ネットワーキング活動を展開した。また、丸谷氏は、池

田111Jブドウ・ブドウJ酉研究所の三代目所長である大石和

也氏をワインのメッカと呼ばれる西ドイツのライン地帯

へ派遣し、低調の池岡町に適した酵母を持ち帰るように

命じる。

そして、問年9月には、ブドウの才主培、育種、品手重試

験、際造など本格的なワイン研究を行う池田町ブドウ・

ブドウ酒研究所が完成し、大石氏が持ち帰った酵母によ

って j-勝ワインに新しし、生命が吹き込まれることになっ

た。 1967年には、「十勝ワイン」が商標登録され、 i出或

ブランドの先駆けとして全国的に認知されるに至ったO

その後、 1974年にワイン城カザ自足したことで、十勝ワイ

ンが町のシンボルとして市民に知れ渡ることになった。

そして、 1980年代になると十勝ワインの生産量は、年

間1，500k1にも及び、ワイン事業が「金のなる木」へと変

貌を遂げ、その収益の一部を様々な施設建設に投入し、

町のb証言交は充実することになったO このような昔景を受

けて、油田町では研究所やワイン城を中核として註接的

な麗用や原料ブドウ生産だけでなく、観光産業にも広が

りが生まれ、地域でクラスター構造が形成されたのであ

る。現在でも、十勝ワインは「本流の辛口Jを30年以上

にわたって守り続けており、ワインパイザーを始めとし

たコアな愛好家に高い人気を誇っている。そのため、今

後も、池田町における公的機関の関与と町民の積極的な

参加によるワイン・クラスターの発展が求められている

と言えよう。

(2)地図前ブドウ R ブドウ酒研詫所の競争戦略

上述したように、十勝ワイン(池田町ブドウ・ブドウ

酒研究所が生産する各理銘柄の総称)は十勝の地域ブラ

ンド価値を高めたワインである。池田町ブドウ・ブドウ

酒研究所の歴史は、北泊:道のワインの腔史と呼ばれてお

り、ワイン産業における先発企業としての位置づけを占
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めている。

十勝ワインの成功は、北海道のワイナリーに天きな影

響を与え、現在では、 wrおこしで、の小規模な地元ワイン
を含めると、 40を超える北海道産ワインが出来上がって

いる。そのため、後発企業が油田町ブドウ@ブドウ酒研

究所を追鮪する形になっており、後発企業による技術的

イノベーションは、十勝ワインの地位を根本的に揺るが

す脅威となっている。

池田町ブドウ・ブドウ酒研究所の売り上げは最盛期に

は年間 15億円に達したものの、現在は9億円程度

間生産量ゐ:約 120万本;850kI)に留まっており、経営状

態は厳しいものになっている。十勝ワインの販売量が減

少しだしたのは、第4 次ワインブーム(I987~1990 年)

の時期である。

その後、第 5 次ワインブーム (1995~1999 年)の際に、

卜勝ワインの販売量は過去最大を記録したものの、その

後のワイン事業は凋落の一途を辿ることになる。その理

由としては、近年の十勝ワインの売り上げの急激な減少

は、主力商品で、ある「トカップjの販売減に依拠する部

分が大きい。「トカッフ。Jは輸入原料を使用することに

よって、消費者に安価な本格派ワインを提供してきた卜

勝ワインの柱である。昨今では、消費者のトカップ.~釘工

が顕著となっており、輪入原料を使用した悶産ワインの

需要は今後もj政川頃I旬が続くものと予鵠される。

さらに、 2003年には十勝沖地震による被害、 2004年

には新工場の完成など、コスト面で、経営酎七lこつながる

ことが続いて発生しているものの、ワイン販売の不振が

経営悪化の最大の原菌と思われるO このように、先発企

業は現在の戦略展開に成功すればするほど、既存の競争

次元へのロックイン効果が生じるため、新たな変化に対

応することが難しくなると考えられる。

そこで、同社の醸造技術は、樽醸成の手法や異なるピ

ンテージのブランiごなど、これまでに蓄積されたi醸造・

製造に関する技術は高い評価を得ているため、帯広畜産

大学、北海道立食品加工技術センターとのクラスターと

しての相乗効果を活用する必要性があろう(山本，2006)0 

2011年 12月22日には、道、札幌市、帯広市などが食

品産業の集積を目指す「北j毎道フードコンブ。レックス国

際戦略総合特区jを設置し、「食Jの研究開発・輸出の

国家的な戦略拠点に位霊づけた。これにより、 1，400超

の道内企業・団体が「食クラスター惜想jに取り組む方

向性が決定し、全国ネットワークを持つ関分や日本酒類

販売株式会社をj舌用した全国的な販路拡大が実現する

と考えられる。
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V.率制l研詫2

(1)北海道ワイン株式金牲の事業概整

北海道小樽市に本社を量く酒造メーカーである北海道

ワイン株式会社は、 1974年 l月lこ小樽市で創立し、ブド

ウ畑の開喜良から宗主音、収接、醸造とワイン造りに関する

すべての事業を展開している。主力製品で、ある「おたる

ワインJを始めとした果労苦の出荷量では、道内最大メ

ーカーのi也位を築き、国産ワインの旗手となっている。

北海道ワイン株式会社は、設立時期が 1974年であり、

競合他社と比較して遅れを取るため、ワイン産業の後発

企業として位置づけられる。しかしながら、同社は、後

発であることを逆に活かして大規模かっ高効率の設備を

建設することによって、十勝ワインをしのぐ生産規模を

獲得し、業界内でのi樹立を高めていったのである。その

背景には、鳥村社長という強し、リーダーシッフ。を持った

シンボ、リック・エージェントが存在していた。ここでい

うシンボジック・エージェントとは、「ヒトや資源を引き

つける求心力を持つ人物Jのことを指す(谷口，2007)。

北海道ワイン株式会社によると、年間生産量は 2010

年には250万本に達し、売りとげも 18億円に上り、名実

ともに道内トップ。で、ある。同社の生産墨:及び売上高ベー

スで競争逆転が生じたのは 1993年であり、その後も順調

に成長を遂げ、現在では、全[~6 位に位置づけている。

こうした躍進の背景として、同社が創業以来、守り抜い

てきた「純国産原料ピジネスモデルjにあり、この戦略

展開は顧客訴求力が高く、中長期的な収益を生み出して

いる。それと同時に、積極的な設備投資(鶴沼ワイナリ

ーの開拓や 1995年の新工場設置など)も十勝ワインを競

争逆転した理性|の 1つであると考えられる。

北海道ワイン株式会社は、北市道樺戸郡ìfI~r:~町にある

日本最大規慌のフ"ドウ園「鶴沼ワイナリーJは、“北海道

に真のワイン産業を結びつける"というフィロソフィー

に基づき、約447ha(東京ドーム96個分)のi直営農場を

所有し、小樽市を筆頭とした道内24市町村、約300qi干の

農家と契約することによって、年間3，700tの出荷量(道

内ブドウ生産量をの約3害IJ)を生み出す国産ワインの生産

システムの確立と描極的な技術指導を展開している。つ

まり、|司社では、主な生産J拠処点で

充実にi注主力するだだ、けでで、なくし、 j北とよ泊海旬紅:道全土に散在するブずド

ウ宗知忠♂青農家との関併係、を重視してきたのでで、ある。

さらに、大規模直営農場である鶴沼ワイナリーにおい

てワイン専用ブドウの育成に取り組むことによって、低

コスト化と地域農業の活性化を推進している。 2005年に

は、国内で、初めてハーベスター(ブドウ自動収穫機)を

導入し、機械化することによって熟れた実を素早く



に収穫できるようになったため、低イ耐各で良いワインを

提供することが可能である。鶴沼ワイナリーは米開拓な

栽府農地が多いため、今後の開拓次第では現在の3倍の

生産量にまで引き上げることが可能である。

また、北海道ワイン株式会社では、町おこしの種を探

している自治体と連携し、その地域特性を活かしたご当

地ワインづくりに協力している。現在では、 2ラOOOtのブ

ドウから200万本のワインを生産しており、ワインコン

クールでの数々の受賞によっても自社のブランド確立に

!寄与している。その開、日本政策金融公庫の中小企業事

業は、 2010年 1月から「北海道食クラスターli5liJ1.足進貸

付Jを北海道ワイン株式会社に全国で初めて適用し、

転資金の融資を実施したoI北海道食クラスター活動jは、

食に関わる幅広い産業と関保機関が緊密に連携・協倒jで、

きる体制(農商工連携)を整備し、北海道ならではの食

の総合産業を構築しようとする取り組みであり、アジア

の消費者を取り込むことを目論んでし、る。

このように、地域貯|引との観点からみても、北海道ワ

イン株式会社は、ブドウという上出或の特産品を最終製品

にまでできるユニークな地域企業である。現庄では、自

社の販路拡大戦略として、北海道のブFランド価値が高い

アジアを中{，，~こ、 JETRO (日本貿易振興機構)を通じて

台湾や香港などへ本格的な輸出が開始している。

(2)北海道ワイン株式会社の競争戦略

北海道ワイン株式会社では、鶴沼ワイナリーという大

規模自社農場がその事例に当たると考えられる。同社が

産地化を目指す「阪興地域jにおいて、鶴沼ワイナリー

が管理技術や苗木の提換などの技術的な指導的役割を果

たしている。昨今では、ワインを購入する場合に、消費J

者が重視するのはり:とや香りが最も高く、次にブドウの品

種が重視される傾向にある。そして、ワイン選択指標と

しては、原料ブドウや産地などが最も重要で、あり、これ

を意識したワインづくりが消費者への訴求力の差となる。

北海道ワイン株式会社が生産する fおたるワインjは、

生食用のナイアガラ、デラウェアを使用することによっ

て、飲みやすいワインとしづ特徴を持つO

こうした果実掘のId守と北海道ブランドとし寸産地を

前酉に押し出したことが先発で、あった十勝ワインを逆転

する要因の1つとなったと考えられる。同時に、北海道ワ

イン株式会社では、ブドウの糖震による買取細格決定を

行っており、契約単価を上乗せすることによって契約農

家にインセンティブを与えるとともに、地元の契約生産

者との結び、つきが大規模な涼ギイ共給体制を安定的に支え

ている。以 i二の事実を踏まえて、北海道ワイン株式会社

後発企業のネットワーキング戦略

は、醸造会社として成功するには農家@メーカー・販売

者の三者が利益を出すシステムを構築することが必要で

あると主張している。直近で、は、クラスター協議会や道

立食品加工研究センターなどの関連・支援機関との連携

を通じて、新製品を積極的に開発し、北海道農業の発展

に貢献している。

分析と考察

北海道のワイン・クラスターは、リンケージ企業と契

約農家を始めとした様々なアクター聞との長期的かっ

濃密な関係性を構築している。こうした契約に基づく協

力関係と信頼行動は、原料となるブドウの持続的改良と

クラスター内のソーシャル・キャヒ。タル蓄積を実現する。

山倉(1993)によれば、地域社会における帝国哉間ネッ

トワークがタイトに連結していればいるほど、地域社会

全体がイノベーティブになると可能性を示唆している。

つまり、リンケージ企業が革新的な行動をとることによ

って、ワイン・クラスター内における価{鴎Ij造を実現し

ていると言えよう(IansitIand Levien， 2004)。

上述したように、ワイン・クラスターのリンケージ企

業は、市場競争プロセスを通じてブランドや評判などの

“見えぎる資産"の蓄積によって、京一:ELf哉能力を高め、競

争優位に結びつけていると考えられる。 Bamey(1991) 

によれば、リンケージ企業は、生産ネットワークを通じ

て社会資源の経営資源化を実現するとともに、競合他社

に模倣国英知生が高い“見えざる資産"の獲得に投資を行

い、競合f也社との差異化要129となると主張している。本

稿で取り上げた北海道ワイン株式会社と油田町ブドウ・

ブドウ酒研究所は、戦略的ネットワーキングによって“見

えざる資産"の獲得・蓄積・新結合を行っており、この

能力が競ご阿憂位を左右すると思われる。

BadmTaco (1990)によれば、品目抜がイ也卒且織とのパート

ナーシッブ。を締結することを通じて、イせ1%日織の持つ能力

を学習し、新たな知識・手掛哉能力を創造・蓄積していく

ことを主張している。こうした知識学習や創造の過程で

は、当事者のメンバーによる個人的相互作用を通じて、

信頼関係や相互明秤を深めていくことが重要である。特

に、地組織とのパートナーシッフ。によって形成される知

識は、移動することが難しい回著的な知識であり、来日織

学習を通じて、五R織は自らの能力を拡大・修]と・蓄積す

ることができる。

つまり、 ~ti毎道のワイン・クラスターi司士で、拠点間競

争を行うことによって、各拠点に異なる能力が備わるた

め、相互学習を実現し、系出哉能力の向とが実現している

と考えられる。先行研究でも、企業間競争は市場でのポ
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ジションや関係をめぐる争いであると同時に、組j故能力

の獲得をめぐる競争ーでもあるとされ、拠点間競争は、相

互に学習効果とイノベーションがもたらし、双方のクラ

スターにとって有益になる可能性が高いとされている

(Hamel and Prahalad， 1994;大木・中J11，2010;河合之004)0

また、平野・劉包010)は、天然資源や物理的資源に

患まれない地方でも、企業間協働や競争を通じて、産業

クラスターが生じる可能性について示唆している。その

ため、出且織能力の観点、から見ても、リンケージ企業を取

り巻く他組織との関保性マネジメントを行うケイパビ

りティは近年その重要性がますます増していると

ょう (Helf己.tet al.， 2007)。それゆえ、リンケージ企業に

おけるシンボリック・エージェントのネットワーキング

戦略がワイン・クラスターの競争力の決定要因となり得

ると考えられる。

結論

本稿では、北海道におけるワイン産業の後進地域が競

争逆転を実現した事例に着目した。特に、ワイン・クラ

スターの拠点間競争に焦点を当て、両者の差異化要因に

ついて考察を行った。ワイン・クラスターにおいて特筆

すべきは、リンケージ企業の儲l代、ある。リンケージ企

業は、新規・既存生産工程に投資し、必要なマーケティ

ング網を構築することによって、市場シェアをめぐる競

争によって収益源を確保する (Chandler，1990)。北海道

のワイン産業では、後発企業であるj回毎道ワイン株式会

社が地理的利便性を活かしたネットワーキング戦略を

展開し、自社農家との信頼関係の醸成を図る集権型協業

関係を形成することで ビジネスモデ、ノレjを確

立した (Liebelmanand Montgomery， 1988)。

一方、先発企業である池田町ブドウ・ブドウ酒研究所

は創業当初からの f辛口J路線を踏襲し、度重なるワイ

ン・ブームの中で生じた消費者の噌好性の変化に適切な

対応を展開で、きなかったため、著しい売上低下を招くこ

とになった。こうした背景には、池田町ブドウ・ブドウ

酒研究所が町営事業ゆえに、思い切った意思決定に遅れ

をとったことがその要因であると考えられる。

次に、ヲンケージ企業におけるシンボヲック・エージ

ェント(谷口，2007)の役割について言及する。オ又稿の仮

説 Iでは、ワイン産業における競争逆転現象は、先発企

業と後発企業におけるネットワーキング戦略の差異であ

ると設定した。ワイン・クラスター内における良質な経

営資源(人材や原料など)へアクセスし、社会資源、を経

営資源化する能力を持つのがシンボ、リック・エージェン

トである。
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本稿で論じたように、様々な経営資源が不)止する地方

で競争力のあるワインを創造し、新たな市場を開拓する

ためには、諸資源を結びつけるシンボリック・エージェ

ントのネットワーキング活動が不可欠であると言えよう。

特に、 i出或内の様々な経営資源を引きつけ、続倣困難性

の高い信頼関係やネットワークなどの“見えざる資産"

を獲得・蓄積していくプロセスにおいて、シンボ、リック・

エージェントがその中心的役割を担うものと考えられる。

さらに、ワイン・クラスターの有効性では、高頻度で

の継続的な接触や親密さに基づく5齢、ネットワーク自

体の組織能力をし、かに構築するかによって正のパフォ

ーマンスにつながると予測される。たとえば、北海道ワ

イン株式会社では、潟村社長がシンボリック・エージェ

ントとなり、/N尊市と全道に広がる強し、ネットワーキン

グ戦略を打ち出すとともに、リピート力を促す顧客価値

を生み出すことによって、北海道のワイン産業を飛躍的

な成長へと導いた。一方、池田町ブドウ・ブドウ酒研究

所は、丸谷氏がアイデアマンとして先導したが、生産・

加工から販売までを全て地域住民と自治体が主体とな

って手掛け、外部資本の介入を許さない姿勢を貫いた。

このように、ワイン・クラスターの競争逆転は、シン

ボリック・エージェントによる戦略的ネットワーキング

がその要因の lっと考えられるo ;j[j毎道ワイン抹式会社

による生産ネットワークの形成は、北海道のワイン産業

における創造自句破壊行為であり、 5齢、リー夕、、一、ンッフ。と

一定の社会的権力を持つ高村社長によるもので、あったO

Teece et al. (1997)によれば、地域内イノベーターとし

て郎、価齢Ij造を実現するシンボリック・エージェント

の企業家活動は、新市場の開拓と設備投資の戦略的機会

を傑索や発見(センシング)を行う経営者のダイナミッ

ク・ケイパビリティに依拠するものである。

以上で論じたように、シンボリック・エージェントに

よる戦略的ネットワーキングはタイトな生産ネットワー

クを生み出し、良質な経営資源の獲得確率を高めると

えよう。それと同時に、ワイン・クラスター内のネット

ワーク機能を高い水準で、維持するためには、シンボリッ

ク・エージェントの経営行動が競合他社に対する布石と

なるため、主主要な役割を果たすと子F測される。そのため、

シンボワック・エージェントの企業家精神とクラスター

の発展を補完する関連・支援産業の育成を行うことが地

方の生き残りには不可避であると筆者は考える。

今後の課題

本稿では、北海道のワイン産業を中心として、ワイ

ン・クラスターにおけるリンケージ企業のネットワーキ



ング戦略について考察を行った。特に、リンケージ企業

内におけるシンボリック・エージェントの生産ネットワ

ーク形成が産業全体の活性化に害与するとし、う仮説を

検証することができた。しかしながら、本稿は供出合サイ

ド、に偏っているため、市場(需要・供給)全体を視野に

入れた上でシンボリック・エージェントの重要性に言及

する必要性があろう。また、集積のダイナミックなプロ

セスを明らかにするためには、時間軸を考慮した検討が

必要である。特に、クラスターの形成プロセスにおける

企業家の役割や参加者ネットワークの動態的変化など

に関する議論を今後の言殿Eとする。

Abstract (英文)

The purpose of this paper is to examine the competitive 

reverse for latecomer finn in Hokkaido. The casies of 

Hokkaido Wein and TOKACHI WINE Brandy & Liquem will 

analyze the process of constmcting their‘ organizational 

capabilities and strategies. Thus，仕lIspaper wil¥ predict that 

imlOvation straおgyof the linkage company will be an 

importance factor of competitive reverse in the wine cluster. In 

particulat~ a networking strategy for latecomer film wil¥ 

contIibute to successful competitive reverse of production and 

sales amount. 

Om research identified that the existence of s戸nbolicagent 

for latecomer film had positive effect to upgrade organizational 

capabilities. 1n conclusion， it was observed that∞m戸山ive
advantage for Hokkaido Wein was realized by building up 

effective wine cluster and to dev巴loping a successful 

networ¥<住宅stmtegyof symbolic agent. Om fIJtIrre rese註rchwi¥l 

kむYto discover success白1conditions for d戸lamicindustrial 

clusters. 
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